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は じ め に

小論の目的は，所得分配の不平等度の低下によって再分配効果を測る方法に

替わり2)，所得再分配による貧困度の変化によって再分配効果の測定を試みる

ことである。また，我が国の貧困度の時系列変動を明らかにした研究が，１９６０

年代中期から９０年代初頭について世帯貧困率の計測を試みた拙稿（１９９６）以外

にほとんどないので，複数の貧困測度を用いて１９７０年代中期から２１世紀初頭に

ついて，全世帯に関する貧困度の時系列変動を解明することがもう１つの目的

である。

これらの目的のために多数提案されている貧困測度のなかから，貧困率，貧

困ギャップ率，Watts（１９６８）測度，Sen（１９７６）測度および Foster，Greer and

Thorbecke（１９８４）測度3)などが用いられる。貧困率と貧困ギャップ率とは，Watts

（１９６８）および Sen（１９７６）による批判以降あまり評判がよくないが，解釈が

容易なために従来からよく用いられており，他の研究結果や他の測度との比較

のためには重要な測度である。Sen（１９７６）による貧困の測定についての研究

以降，多くの研究で適切な貧困測度の開発に公理論的接近が採用されている。

そこで，「移転原理」を満たす測度の代表として Sen測度および FGT2測度4)が

1) 小論の作成過程における数値計算及びグラフ作成等には R言語・環境及び gnuplot
が利用された。

2) 所得再分配による不平等の変動を説明する要因とその寄与度を調べるために，不
平等測度の所得源泉別分解法を応用した研究に，我が国では跡田・橘木（1985），拙
稿（2005）等の研究がある。

3) 以下，FGTと略す場合がある。
4) 数値はパラメータの値。
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採用され，「移転感応原理」を満たす測度の代表としてWatts測度および FGT2.5

測度が採用される。

所得分配や貧困の分析においてどのような所得概念を採用するのかは分析目

的にもよるが，ここでは上記の目的のために，次のような関係にある「所得」，

「当初所得」および「再分配（後）所得」の３つの概念が採用される。

「所得」＝「当初所得」＋「社会保障現金給付」

「再分配所得」＝「所得」－「直接税」－「社会保険料」＋「社会保障現物給付」

「当初所得」および「再分配所得」データは，３年ごとに公表される『所得再

分配調査』（厚生労働省）に含まれているものだが，「所得」に関しては『国民

生活基礎調査』（厚生労働省）が採用されるのは，後者の資料が毎年公表され，

所得分配や貧困の時系列分析に適しているからである。そこで，最後の節にお

いて不平等度および貧困度の時系列変動とそれらに関連が深いと考えられる変

量（生活保護率，失業率，自殺率など）の時系列変動との比較が試みられる。

１．貧 困 測 度

１．１貧困原理

所得ベクトル x∈R n
＋と貧困線 z＞０が与えられたとき，

を貧困測度という。貧困の計測において測度の望ましさは，それが満たす諸原

理によって評価される。Zheng（１９９７）は貧困研究においてしばしば取り挙げ

られる貧困に関する諸原理を多数検討し，その内最も基本的な８つの原理を第

１グループ（コア原理）とそれに付随して次に重要で合理的な８つの原理を第

２グループとに区分している。ここでは，小論で採用される測度に関連したコ

ア原理等を明示しておく。

（F） Focus（焦点性）

（S） Symmetry（対称性）

（M） Monotonicity（単調性）

（WT） Weak Transfer（弱移転性）

－８４－ 貧困の測定と所得再分配

（RI） Replication Invariance（複製不変性）

（WTS） Weak Transfer Sensitivity（弱移転感応性）

（F）Focus原理

分配 yが貧困線 zの上方における所得変化によって分配 xからえられた場合，

P（x，z）＝ P（y，z）

が成り立つ。つまり，P（）は非貧困者の所得に関する情報に影響を受けない。

（S）Symmetry原理

PMを置換行列とするとき，y＝PMxならば，

P（x，z）＝ P（y，z）

が成り立つ。つまり，２人の所得を交換しても，P（）は変化しない。

（M）Monotonicity原理

分配 yが，他の所得が不変のままで個人 j（xj＜z）の所得減によって，分配 x

からえられた場合，

P（x，z）＜P（y，z）

が成り立つ。つまり，ある貧困者の所得が減少した場合，P（）は増大する。

（WT）Weak Transfer原理

分配 yが，貧困者からの所得順位を変えない逆進的移転によって，分配 xか

らえられた場合，

P（x，z）＜P（y，z）

が成り立つ。ここでは，少なくとも所得の提供者が貧困者であることが想定さ

れているが，貧困者間での移転に限定すれば，「最小移転原理」が採用された

ことになる。

（RI）Replication Invariance原理

（k）xを分配 xの k個の複製ベクトルとするとき，

P（x，z）＝ P（（k）x，z）

が成り立つ。つまり，同一の分配を複数個集めて１つの分配にしても，P（）は

変化しない。
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（WTS）Weak Transfer Sensitivity原理

x１，x２，y１および y２を分配ベクトル y内の yi，yj，ykおよび ylに対して同額

の減少を各々行うことによって生成されたベクトルとし，yj－yi＝yl－yk，yk＞yi

とするとき，

P（x１，z）－P（x２，z）＞ P（y１，z）－P（y２，z）

が成り立つ。この原理にもう少し強い制約を課すと，貧困者間での所得移転後

の所得順位を変えない逆進的移転による貧困度の増大は，所得の提供者の所得

水準と逆関係にあることを要請することになる5)。

１．２貧困測度

所得の大きさの順に並べられた所得ベクトル，

にたいし，小論で採用される貧困率，貧困ギャップ比，Sen測度，Watts測度，

および FGT測度を以下に定義しておく。

１．貧困率

貧困線 z以下の所得をもつ人々の数，貧困者数を q，総人口を nと各々する

とき，貧困率は，

H＝ q／n

と書くことができる6)。この測度は主要な原理のうち（F），（S）および（RI）

を満たしているが，（M），（WT）および（WTS）を満たしていない。

２．貧困ギャップ比

貧困ギャップ比，

は7)，主要な原理のうち（F），（S），（RI）および（M）を満たしているが，（WT）

および（WTS）を満たしていない。

5) Zheng (2000, p.432).
6) hcr（head count ratio）と略す場合がある。
7) 小論の図表の中では pg（poverty gap［ratio］）と略す場合がある。

－８６－ 貧困の測定と所得再分配

３．Sen測度

μpを貧困集団の平均所得とするとき，所得ギャップ比，

と貧困者間のジニ係数 Gpにたいし，貧困者数 qが十分に大きい場合，Sen測

度は，

S＝ H［ ＋（１－ ）Gp］

と書くことができる。この測度は主要な原理のうち（F），（S），（M）および（WT）

を満たしているが，（RI）および（WTS）を満たしていない。

４．Watts測度

この測度は，

と書け，この測度は（F），（S），（M），（RI），（WT）および（WTS）のすべて

の原理を満たしている8)。

５．FGT測度

この測度は，パラメータαを含んでおり，一般的に

と表され，αの値によって満たされる諸原理が異なり，また上記の測度の一部

と関連づけられる。P（０）＝H，P（１）＝pgrとなり，

２≧α＞１のとき，（F），（S），（M），（RI）および（WT）が満たされるが，

（WTS）が満たされない。

α＞２のとき，（F），（S），（M），（RI），（WT）および（WTS）のすべての

原理が満たされる。

そこで，次節以降の実証分析においては，α＝２および２．５の場合が利用され，

8) したがって，例えば，Zheng（1993），Muller（2001）などこの測度の支持者は多い。
また，Wattsの貧困の概念についての検討は，Watts（1968），拙稿（1994）などを参
照。
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各々 FGT2および FGT2.5と略記される場合がある。

２．所得再分配と貧困度

２．１貧困度の時系列変動

１９６０年代中期から９０年代初頭について世帯貧困率の計測を試みた拙稿

（１９９６）以外に我が国の貧困度の時系列変動を明らかにした研究がほとんどな

いので，３年ごとだが，定期的に公表される『所得再分配調査』（厚生労働省）

を用いて，当初所得と再分配（後）所得について，伝統的に利用されている貧

困線＝中央値／２の場合の貧困測度の時系列変動をまず明らかにする9)。表２－

１および表２－２は，当初所得および再分配所得のWatts測度，Sen測度，貧

困率(hcr)，貧困ギャップ率（pgr）および FGT測度の計測結果である。そして

この表２－１および表２－２を用いて貧困測度の時系列変動を明らかにしたの

が図２－１10)，図２－２，図２－３および図２－４11)である。これらによると

当初所得でみた場合，７０年代後期から２１世紀の初頭にかけてここで採用した５

種類の測度のすべてにおいて上昇傾向を示している。再分配後の所得分配でみ

た場合，７０年代後期から２１世紀の初頭にかけてここで採用した５つの測度のす

べてにおいて時系列変動の方向は同一だが，特別の傾向はない。所得分配によっ

て相対的貧困を調べる場合，個票データが利用できるならば等価所得を用いる

ことが望ましいが，小論の視点が当初所得と再分配所得との時系列比較にある

から，２種類の所得を一応の指標にするなら，再分配所得の相対的貧困度はこ

の２０年間ほとんど変わらないが，当初所得の相対的貧困度は上昇傾向にあると

いえよう。不平等度と貧困度とは同一概念ではないが，関係が深いとおもわれ

る。拙稿（２００５）で解明されたように，不平等度としてのジニ係数は当初所得

についても再分配所得についてもこの期間，上昇傾向を示している（付図２－

9) 種々の貧困線の規定法の検討については，拙稿（1996）を参照。
10) 以下，本文中や図表中の oは当初所得に関するもの，pは再分配所得に関するもの
を各々表すことにする。

11) FGT2.5の結果は FGT2.0の値を下方へほぼ平行移動したものになるときには省略す
ることがある。

－８８－ 貧困の測定と所得再分配

１）。貧困度の時系列変動が当初所得と再分配所得とで異なるとき，どちらの

変動のほうに意味があるのだろうか。第３節において『国民生活基礎調査』に

よる貧困度の時系列変動との比較から，貧困水準は再分配所得のほうに意味が

あるが，変動自体は当初所得による結果に類似していることがわかる。

２．２貧困線の変動と貧困曲線の比較

再分配により不平等度が低下することは，当初所得と再分配所得の累積分布

関数を比較してもわかる。当初所得と再分配所得とで経験的累積分布関数の比

較を行った図２－５によると，再分配所得の中央値（５１４．２万円）を超えてか

表２－１ 当初所得による貧困度
貧困線＝median/2

所得年 Watts Sen hcr pg FGT 2 FGT 2.5

１９７７ ０．１０６３ ０．０９２３ ０．１７４９ ０．０６４３ ０．０３７８ ０．０３０７
１９８０ ０．１８２０ ０．１１０６ ０．１５８２ ０．０８４９ ０．０５９０ ０．０５２０
１９８３ ０．３１３１ ０．１７０２ ０．２３８１ ０．１２３４ ０．０９３８ ０．０８６０
１９８６ ０．４０３６ ０．１８１８ ０．２２３６ ０．１４２４ ０．１１３８ ０．１０６０
１９８９ ０．４８６２ ０．１９８２ ０．２３００ ０．１５９５ ０．１３３８ ０．１２６４
１９９２ ０．５４８８ ０．２３５９ ０．２９４５ ０．１７５６ ０．１４４７ ０．１３６０
１９９５ ０．５９３８ ０．２４２６ ０．２９５８ ０．１８２５ ０．１５３１ ０．１４４７
１９９８ ０．６８３７ ０．２６０４ ０．３０１２ ０．２０５４ ０．１７５６ ０．１６７２
２００１ ０．８０５１ ０．２８５９ ０．３１６４ ０．２３７９ ０．２０７２ ０．１９８２

（資料）『所得再分配調査』各年版により計測。

表２－２ 再分配所得による貧困度
貧困線＝median/2

所得年 Watts Sen hcr pg FGT 2 FGT 2.5

１９７７ ０．０１５９ ０．０１９１ ０．０８０１ ０．０１３６ ０．００３７ ０．００２０
１９８０ ０．００４１ ０．００３８ ０．０２７４ ０．００３８ ０．０００５ ０．０００２
１９８３ ０．００９７ ０．０１３３ ０．１２２７ ０．００８９ ０．００１３ ０．０００５
１９８６ ０．００５５ ０．００６５ ０．０８２６ ０．００５３ ０．０００４ ０．０００１
１９８９ ０．００７１ ０．００８５ ０．１０４７ ０．００６８ ０．０００５ ０．０００２
１９９２ ０．０１２６ ０．０１５４ ０．１３５７ ０．０１１９ ０．００１４ ０．０００５
１９９５ ０．００５７ ０．００６７ ０．０６１９ ０．００５４ ０．０００６ ０．０００２
１９９８ ０．０１１２ ０．０１２４ ０．０７４０ ０．０１０２ ０．００１７ ０．０００７
２００１ ０．００５４ ０．００６８ ０．０８９９ ０．００５２ ０．０００４ ０．０００１

（資料）表２－１に同じ。
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図２－１ 当初所得による貧困度の変動（１）

（資料）表２－１により作成。

図２－２ 当初所得による貧困度の変動（２）

（資料）図２－１に同じ。
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図２－３ 再分配所得による貧困度の変動（１）

（資料）表２－２により作成。

図２－４ 再分配所得による貧困度の変動（２）

（資料）図２－３に同じ。
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ら，再分配所得の分布関数と当初所得の分布関数とが交叉し，その後前者が後

者よりも先に１．０に到達している。累積分布関数のこの関係は小論が採用した

他の年度についてもほぼ同様である（付図２－２）。

貧困線を変動させたとき貧困率は一種の累積分布曲線を描くが，それを（頭

数比の）貧困曲線と名付け，この曲線を当初所得と再分配後所得とで比較する

ことによって再分配による貧困度の改善を確認することができる。図２－６お

よび図２－７は，横軸の所得分配の中央値の定数倍に対応する累積世帯比，つ

まり貧困率を縦軸に描いた貧困曲線の比較を示している。両図によると，貧困

線 z＜中央値 medianの範囲では再分配所得の貧困曲線が当初所得のそれより

も常に下方に位置しており，中央値で両曲線が交叉しその後前者が後者よりも

先に１．０に到達しているから，再分配によって貧困度が改善されているといえ

る。再分配所得に関して，z≦０．４medianのとき，hcr＝０となり，０．４median≦

z≦０．５medianのとき，当初所得の hcrと再分配所得の hcrとの距離が最大に

図２－５ 経験的累積分布関数の比較（２００１）

（資料）『所得再分配調査』２００２年版により計測・作成。
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図２－６ 当初所得と再分配所得の貧困曲線（２００１）

（資料）『所得再分配調査』２００２年版により計測・作成。

図２－７ 当初所得と再分配所得の貧困曲線（１９９２）

（資料）『所得再分配調査』１９９３年版により計測・作成。
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なっている。つまり，所得再分配分析における相対的貧困の実証研究では，後

者の範囲にある貧困線を採用すれば十分であろう。

２．３再分配による貧困度の改善効果の測定

当初所得の貧困度を Po，再分配所得の貧困度を Ppと各々するとき，絶対的

な改善度を改善差 Po－Pp，相対的な改善度を改善比（Po－Pp）／Poで各々表す

ことにする。貧困度の改善差の変動を示す図２－８および図２－９によると，

７０年代後期から２１世紀の初頭にかけてここで採用した測度のすべてにおいて改

善差が上昇傾向を示しているが，これは，先に明らかにされたように，再分配

所得の貧困度に変動傾向がないなかで，当初所得の貧困度の上昇傾向がそのま

ま現れたにすぎない。したがって，図２－１０および図２－１１において示されて

いるように貧困度の改善比には特別の傾向はなく，ほぼ一定といえよう。とく

に，再分配後の所得分配の貧困度をおおきく低下させないことは，８０年代以降

図２－８ 貧困度の改善差の変動（１）

（資料）表２－１及び表２－２により作成。

－９４－ 貧困の測定と所得再分配
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図２－９ 貧困度の改善差の変動（２）

（資料）図２－８に同じ。

図２－１０ 貧困度の改善比の変動（１）

（資料）図２－８に同じ。
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の我国の社会保障施策のなかで意図されたことであろう。というのは，公的扶

助制度の生活扶助基準額の算定方式において，消費あるいは所得に関する一般

世帯と被保護世帯との格差を一定のままに保つという「水準均衡方式」が，

１９８４年以降社会保障審議会によって公式に採用され続けられているからである。

３． 貧困度とその他の変量の時系列変動

３．１不平等度と貧困度の時系列変動（１９７５－０２）

前節では『所得再分配調査』を用いて貧困度の時系列変動を検討したが，こ

の調査は『国民生活基礎調査』に付随する調査として３年に一度実施されてい

るものだから，ここでは所得に関するデータが毎年えられる後者の調査を利用

して貧困度と不平等度の時系列変動を明らかにする。『国民生活基礎調査』は，

１９８６年調査から従来の４調査（『厚生行政基礎調査』，『国民健康調査』，『保健

衛生基礎調査』，『国民生活実態調査』）を統合して発足した調査だから，１９８６

図２－１１ 貧困度の改善比の変動（２）

（資料）図２－８に同じ。

－９６－ 貧困の測定と所得再分配

年調査以前については，『国民生活実態調査』が利用される。所得分配の時系

列比較を行う場合，とくに所得階級数の変遷に注意する必要がある。また，『所

得再分配調査』においても『国民生活基礎調査』においても所得の調査年と実

際の所得データの年次との間にズレがあることが，この学問分野の研究者にも

あまり認識されていないので，それらを明記した上で所得階級数の推移を表３

－１に示しておく。

さて，不平等度と貧困線＝中央値／２の場合の貧困率の推移を示す図３－１

によると，ジニ係数および Theil測度は７０年代後期から２１世紀初頭まで，一貫

して上昇傾向にある。貧困線に影響を受けやすい貧困率（hcr）には不平等度

ほどの上昇傾向はない。しかし，５種類の貧困度の推移を明らかにした図３－

２および図３－３によると，どの貧困測度も７０年代後期から２１世紀初頭まで，

一貫して上昇傾向にある。この不平等度と貧困測度の推移に関する結果は，当

初所得でみた場合の変動傾向とほぼ同様の結果である。

３．２その他の変量の時系列変動との関連

図３－３によると，とくにここでのデータでは，移転感応測度の代表である

FGT2.5の推移は，移転原理を満たす測度の代表の FGT2の推移を下方にほぼ平

行移動したものになっているから，時系列変動を検討する場合，FGT2を論議

の中心とし，貧困に関連した多くの変量のなかから，ここでは理論上の要請か

らというよりもデータについての制約から，貧困の原因としての失業，結果と

表３－１ 『国民生活基礎調査』の所得階級数の推移

調査年 所得年 所得階級数

１９７６ １９７５ １７
１９７７ １９７６ １７
１９７８ １９７７ １８
１９７９ １９７８ １８
１９８０ １９７９ ２１
１９８１ １９８０ ２１
１９８２ １９８１ ２１

１９８３年以降 １９８２年以降 ２５

（資料）『国民生活基礎調査』各年版により作成。

貧困の測定と所得再分配 －９７－
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図３－１ 不平等度及び貧困率の推移

（資料）『国民生活基礎調査』各年版により計測・作成。

図３－２ 貧困測度の推移（１）

（資料）図３－１に同じ。

－９８－ 貧困の測定と所得再分配
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しての生活保護および自殺を取り挙げる。表３－２は FGT測度，完全失業率，

世帯の生活保護率および自殺死亡率の年々の推移を表しており，各々の指標の

資料は以下のものである。

FGT測度：厚労省『国民生活基礎調査』各年版により計測・作成。

完全失業率：総務省統計局「労働力調査報告」数値は年内月平均値である。

世帯の生活保護率：厚労省大臣官房統計情報部『社会福祉行政業務報告』

各年版。

自殺死亡率：厚労省大臣官房統計情報部『人口動態統計特殊報告』各年版

（数値は％表示）。

この表から作成された図３－４によると，我が国の完全失業率は，バブル期

に一時的に低下した以外１９７０年代半ばから２００２年頃まで上昇傾向にあり，８０年

代後半までの上昇傾向がこの傾向に繋がっている。表の中の失業率の値は男女

合計のものだが，男女別にみると，２００２年には男性で５．５％，女性で５．１％になっ

図３－３ 貧困測度の推移（２）

（資料）図３－１に同じ。

貧困の測定と所得再分配 －９９－



ている。失業率は企業業績と連動することが一般的で，最近の企業業績の著し

い回復によりこの上昇傾向は停止している。ということは，７０年代後期から最

近までの不平等度と貧困測度の持続的な上昇傾向には，雇用環境だけでなく社

会の高齢化のような構造的な要因が係わっている。

自殺死亡率はバブル期に一時的に低下したが，９０年代初頭から上昇傾向にあ

る失業率の変動傾向に類似している。もちろん自殺の直接の原因は失業だけで

はないが，景気変動と自殺数との間には相関がみられることはよく知られてい

表３－２ FGT測度とその他の変量の時系列変動

所得年 FGT 2 完全失業率 ur 保護世帯率 lpr 自殺率 sr％

１９７５ ０．０２７３ ０．０１８８ ０．０２１５ ０．０１８０
１９７６ ０．０２８０ ０．０２０１ ０．０２０７ ０．０１７６
１９７７ ０．０２７４ ０．０２０２ ０．０２１０ ０．０１７９
１９７８ ０．０２８８ ０．０２２４ ０．０２１４ ０．０１７６
１９７９ ０．０２６８ ０．０２０９ ０．０２１４ ０．０１８０
１９８０ ０．０２６５ ０．０２０２ ０．０２１１ ０．０１７７
１９８１ ０．０２８７ ０．０２２１ ０．０２１０ ０．０１７１
１９８２ ０．０３１６ ０．０２３６ ０．０２１３ ０．０１７５
１９８３ ０．０３０８ ０．０２６５ ０．０２１４ ０．０２１０
１９８４ ０．０３１１ ０．０２７２ ０．０２１１ ０．０２０４
１９８５ ０．０３４３ ０．０２６２ ０．０２１０ ０．０１９４
１９８６ ０．０３３６ ０．０２７７ ０．０１９９ ０．０２１２
１９８７ ０．０３４７ ０．０２８４ ０．０１８８ ０．０１９６
１９８８ ０．０３８３ ０．０２５１ ０．０１７５ ０．０１８７
１９８９ ０．０３９６ ０．０２２６ ０．０１６６ ０．０１７３
１９９０ ０．０３９９ ０．０２１０ ０．０１５５ ０．０１６４
１９９１ ０．０４６６ ０．０２０９ ０．０１４８ ０．０１６１
１９９２ ０．０４６７ ０．０２１６ ０．０１４２ ０．０１６９
１９９３ ０．０４１４ ０．０２５１ ０．０１４０ ０．０１６６
１９９４ ０．０４８１ ０．０２８９ ０．０１４２ ０．０１６９
１９９５ ０．０４３４ ０．０３１５ ０．０１４８ ０．０１７２
１９９６ ０．０４８６ ０．０３３５ ０．０１４０ ０．０１７８
１９９７ ０．０４８３ ０．０３３９ ０．０１４１ ０．０１８８
１９９８ ０．０４６７ ０．０４１１ ０．０１４９ ０．０２５４
１９９９ ０．０４５４ ０．０４６８ ０．０１５７ ０．０２５０
２０００ ０．０４８３ ０．０４７３ ０．０１６５ ０．０２４１
２００１ ０．０４６９ ０．０５０４ ０．０１７６ ０．０２３３
２００２ ０．０４９８ ０．０５３７ ０．０１８９ ０．０２３８

（資料）FGT測度：厚労省『国民生活基礎調査』各年版により計測・作成，完全失業率：総務
省統計局「労働力調査報告」（数値は年内月平均値），世帯の生活保護率：厚労省『社会
福祉行政業務報告』各年版，自殺死亡率：厚労省『人口動態統計特殊報告』各年版（数
値は％表示）。
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る12)。とくに，１９９８年の自殺死亡率および自殺者数の急増は，団塊の世代が自

殺をし易い年齢になったことと不況とによるようだ。つまり，今日でも自殺の

動機の第一は「健康問題」だが，それに負債や生活苦などの「経済・生活問題」

が重なり，警察庁資料13)によると１９９８年から７年連続で自殺者が３万人を超え

ている。

世帯の生活保護率はここで取り挙げた集約量のなかでは，相対的に変動し難

い指標である。というのは，一般的に個々の事例が積み上げられて集約データ

となるが，これ以外の指標では個々の事例に政策的に共通の人為を作用させる

こと，つまり圧力をかけることが困難だが，国家が責任をもつ生活保護施策に

おいては，行政の窓口規制や厳しい資力調査などのように個々の事例にたいし

て政策的に方向を定めて制度の利用を抑制することができる。このことは，図

12) 池田・伊藤（1999）．
13) 警察庁生活安全局地域課（2005）．

図３－４ FGT測度，失業率，自殺率及び生活保護率の推移

（資料）表３－２により作成。
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３－４における生活保護率の年次推移からも窺える。７０年代後期以降，貧困度

や不平等度が持続的な上昇傾向を示しているにもかかわらず，生活保護率は７０

年代中期からゆるやかに低下し，さらにバブル期の低下傾向が９０年代半ば頃ま

で持続し，上昇に転じたのはそれ以降である。つまり，世帯保護率の動向は，

小論で採用されたその他の指標の変動に比べて低下期間が長く，上昇期間が短

いようである。しかし，不平等や貧困の要因といわれる近年の社会の高齢化は，

被保護世帯の構成とその動向にも反映している。被保護世帯の８２％以上（２００３）

を高齢者世帯と傷病・障害者世帯が占め，前者の割合が４２％以上になった１９９５

年以降は後者の割合を常に上回っている（付図３－１）。

お わ り に

所得の再分配による不平等度の変動で再分配効果を計測する伝統的な方法に

たいし，小論においては，「当初所得」による貧困度と「再分配所得」による

貧困度とを比較することによって所得再分配効果の計測を試みた。貧困の時系

列変動を明らかにするときには，貧困線は原則的に固定されているが，貧困線

を変動させることによって一種の累積分布曲線を描き，この曲線を当初所得と

再分配後所得とで比較することによって再分配による貧困度の改善が確認され

た。また，当初所得と再分配所得について，貧困線を固定した場合の数種類の

貧困測度の時系列変動の測定結果により，再分配所得の相対的貧困度はこの２０

年間ほとんど変わらないが，当初所得の相対的貧困度は上昇傾向にあることが

明らかになった。したがって，貧困度の相対的な改善度である改善比には特別

の傾向はなく，この意味での再分配効果はこの２０年間ほとんど変わらないとい

えよう。

次に，小論において用いられた「所得」分配に関する不平等測度および貧困

度が７０年代後期から２１世紀初頭まで，一貫して上昇傾向にあることが実証され，

この「所得」による貧困度の時系列変動との比較から，貧困水準は再分配所得

のほうに意味があるが，変動自体は当初所得による結果に類似していることが

示唆された。

－１０２－ 貧困の測定と所得再分配
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最後に，貧困の原因としての失業，結果としての生活保護および自殺などに

関する指標の時系列変動と不平等度および貧困度の時系列変動との比較が試み

られた。そして，完全失業率はバブル期に一時的に低下した以外１９７０年代半ば

から２００２年頃まで上昇傾向にあること，自殺死亡率もバブル期に一時的に低下

したが，９０年代初頭から上昇傾向にあること，７０年代後期以降，貧困度や不平

等度が持続的な上昇傾向を示しているにもかかわらず，生活保護率は７０年代中

期からゆるやかに低下し，さらにバブル期の低下傾向が９０年代半ば頃まで持続

し，上昇に転じたのはそれ以降であることなどが明らかにされた。近年の社会

の高齢化が不平等や貧困の構造的な要因といわれているが，その要因とそれが

もたらす結果についての更なる検討は，今後の課題としたい。

付図２－１ ジニ係数の変動

（資料）『所得再分配調査』各年版により作成。
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付図２－２ 経験的累積分布関数の比較（１９９８）

（資料）『所得再分配調査』１９９９年版により計測・作成。

付図３－１ 被保護世帯の構成比の推移

（資料）福祉行政報告例により作成。
（注） he：高齢者世帯 hs：傷病者世帯 fh：母子世帯 o：その他の世帯
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